
論文 断層変位を受ける PC ラーメン橋の動的応答解析 

 

宮崎 涼太*1・中野 友裕*2・太田 良巳*3 

 

  要旨：近年，断層運動により構造物の被災する事例が多く発生している。断層運動による被災は，地震加 

速度による作用と支持点の移動による変形が複合的に作用するものであるが，現状の研究では断層による 

永久変位を静的に作用させる方法が主流である。本稿では，地震加速度による慣性力作用時に支持点が移 

動する場合の運動方程式を定式化し，PC ラーメン橋の非線形動的解析を実施した。その結果，断層変位の 

作用により，損傷が著しく進展することが明らかとなった。 

キーワード：運動方程式，EPS 法，非線形動的応答解析，断層変位 

 

1. はじめに 

 1999年に相次いで発生したトルコ・コジャエリ地震1)，

台湾・集集地震 2)は，活断層の多いわが国においても非

常に大きな衝撃を与えた。とりわけ橋梁系構造物の被災

状況は，わが国における断層変位に関する活発な研究の

契機となった。 

 断層変位を生じる場合，非常に大きな永久変位が生じ

るため，米国では断層の存在する位置には構造物を建造

しないようにすることで，断層変位に対応している。し

かし，わが国のように断層がいたるところに存在してい

る場合には，このような規定を遵守しようとすれば，社

会資本の多くが建設不可能になる。特に，道路・鉄道に

代表される線状構造物では，断層を避けて路線を確保す

ることは事実上不可能である。従って，断層が数多く存

在する現実を踏まえた上で，技術的な対応を考えること

は極めて重要である。 

 このような背景から，断層運動が生じた場合の耐震安

全性や耐震技術を構築していくためには，断層運動時の

構造物の挙動を評価することが必要になる。現状の研究

においては，永久変位による最終的な断層変位量を静的

に作用させることで断層変位に対する耐震性を評価する

研究が主流であるが 3)，実際の断層運動では，非常に大

きな加速度が観測されることから，変位のみならず加速

度の同時作用も考慮するべきであることは論を待たない。

そこで本研究では，加速度と支持点の強制変位を同時に

受ける橋梁系構造物の解析手法を構築し，PC ラーメン橋

に適用することで，断層変位作用時の橋梁系構造物の挙

動について考察を加えた。なお，本研究では，第一・第

二著者が解析アルゴリズムと全体の総括，第三著者が変

位波形の算定をそれぞれ行っている。 

 

2. 運動方程式と解析アルゴリズム 4) 

2.1 運動方程式の定式化 

構造全体に対する運動方程式は，絶対座標系で考える

と，減衰を無視した場合，以下のように表される。 

   FKuuM =+&&                 （1） 

ここに M は質量マトリクス，K は剛性マトリクス，u は

絶対変位，F は構造系に作用する外力である。ここで，

各マトリクス，ベクトルを次のよう分ける。 
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ここに添字 Aは支持点 Aに関する自由度，添字 Bは支持

点 B に関する自由度，S は支持されていない自由度（以

下，荷重制御点）であることを表す。 

 ここで慣性力の作用していない状態で強制変位として

BA uu , の変位が生じているときの剛性方程式は，次式の

ようになる。 
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ここに， 0Su は Su のうち，静的な支持点移動による荷重
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制御点の変位， 0SF は，死荷重などの常時荷重， 00 BA F,F

は支持点反力である。第一行を展開すれば式（6）を得る。 

00 SBSBASASSS FuKuKuK =++             （6） 

次に動的効果により発生する静的変位からの荷重制御点

の変位量を 1Su とおくと式（1）より次式が得られる（図

－1）。 
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式(7)の第１行より， 
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この式に式（6）を代入すると 

011 SSSSSSS uMuKuM &&&& −=+                  （9） 

式（9）を解けば 11 SS u,u&& が得られるが，これらは式(5)に

おいて得られる荷重制御点を基準にした変位である。そ

れゆえ，絶対加速度，絶対変位を求める場合には，式（5）

を解くことにより得られる 0Su を用いて，次式により計

算できる。 

   10 SSS uuu +=                (10) 

10 SSS uuu &&&&&& +=                (11) 

ここで式(9)を解いて 11 SS u,u&& を求めればよいわけだが，

これらを求める場合には式(9)の 0Su&& が必要になる。これ

を直接求めることは出来ないが，各時間ステップごとに

式(5)を計算すれば，前ステップと前々ステップの 0Su の

値を数値的に微分してやることで求めることが出来るか

ら，それを式(9)の右辺に適用してやれば，運動方程式を

解くことが出来る。 
 ところで，式(9)に減衰を考慮する場合，一般の運動方

程式の考え方を利用して減衰をダッシュポットでモデル

化すれば，減衰項は相対速度に比例するので，次式のよ

うに得られる。 
   0111 SSSSSSCSS uMuKuCuM &&&&&&& −=++        （12） 

ここで M，K は一般の動的解析の際に得られるものと同

一であるから，減衰マトリクスは通常の動的解析の際に

用いるものと同じように決定できる。 

 

3. ＥＰＳ法による変位波形の算出 5) 

 一般的に，変位を一階微分すると速度になり，速度を

一階微分する，すなわち位置・変位を二階微分すると加

速度を求めることができる。逆に加速度を一階積分すれ

ば速度が求められ，二階積分すると変位が求められる。 

 しかしながら，加速度を直接積分すると，速度や変位

を求める際に電子記録に存在するバックグランドノイズ

によって，速度・変位のグラフが発散する傾向が見られ

る。そのため，数値積分により求められる速度・変位波

形には，加速度が減衰しているのに速度・変位が継続し

ているような波形を示すことが多い。 

このような応答を示す要因としては，バックグランド

ノイズに影響を受ける積分定数が原因だと考えられる。

従って，加速度記録により積分されて得られる速度なら

びに変位波形を算出する際に，バックグランドノイズの

影響を計算過程から省きながら計算する EPS 法を導入

して，変位波形を求めることができると考えられる。こ

の手法では，数値積分する際，加速度記録のある一定の

値(EPS)以下のものを計算から省く計算過程を追加する

ことで，バックグランドノイズの影響による変位波形の

発散を抑えることができる。 
 この手法の有効性は，室内模型実験により検証されて 
おり 5)，断層変位を受けた場合に適用することができる

と考える。図－2に 1999 年台湾・集集地震における加速

度観測位置を，図－3，図－4に観測加速度記録を，図－

5に，それらの加速度を EPS 法により変換した変位波形

をそれぞれ示す。以下の数値解析では，これら２つの変

位波形を用いることにする。 

uA uB

uS=uS0+uS1

uA uB

uS=uS0+uS1

 

図－1 強制変位と加速度を同時に受ける構造物 
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図－2 加速度観測記録点位置図 
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4. 断層を考慮した動的応答解析 

4.1 解析対象構造物 

 今回解析対象とした構造物は，図－6 に示すＰＣ３径

間連続ラーメン箱げた橋である（文献 6））。この橋梁は地

震時保有水平耐力法を満足するように設計されており，

現在の耐震設計による照査を満足している。図－7 に主

桁断面,図－8に橋脚断面を示す。 

4.2 解析モデルと解析条件 

 解析には図－6～図－8に示した橋梁を，二次元梁要素

で101要素102節点にモデル化したものを用いた（図－9）。

橋桁の塑性ヒンジ位置および, 橋脚部分は２次元ファイ

バーモデルとした（図－10）。それ以外の橋桁部分は弾性

体としている。これは，文献 7)にあるとおり，プレスト

レスを導入した部材の降伏後の挙動について未解明な部

分があることから，意図的に不確定部分を取り除いたた

めである。 
 ファイバーモデルを用いる際のコンクリートの構成則

を 図 -11 に 示 す 。 こ れ ら は 道 路 橋 示 方 書 8) ，

Darwin-Pecknold モデル 9)，渡辺らのモデル 10)を用いて

おり，コアコンクリートとかぶりコンクリートで異なる

構成則を採用している。また，鉄筋は Bi-linear モデル

を採用した。材料定数を表-1に示す。 
 地盤の支持条件は直接基礎とした。また，桁端の支持

条件は橋軸方向と回転を Free としている。 

TCU102EW 成分変位波形              TCU068EW 成分変位波形 
図-5 EPS 法により変換された変位

     
            a) EW 方向加速度記録（TCU102）                a) EW 方向加速度記録（TCU068） 

     
            b) UD 方向加速度記録（TCU102）               b) UD 方向加速度記録（TCU068）  
         図－3 TCU102 地点における加速度観測記録         図－4 TCU068 地点における加速度観測記録 

     
                      a) TCU102                                      b) TCU068 

図－5 EPS 法による変位波形の算出結果 
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図－6 解析対象とした３径間連続 PC ラーメン橋 
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 減衰マトリクスは，Wilson-Penzien11)に従い，初期剛

性に対する全振動モードを考慮に入れた形式を採用した。

減衰定数は道路橋示方書に従い，非線形部材である橋脚

ついては 0.02，弾性部材である橋桁は 0.03 とした。 
 時刻歴応答解析には，Newmarkβ法（β=0.25）を用

い，時間間隔 ∆t=0.005 秒，解析時間 90 秒とした。図-6

におけるＡ１，Ｐ１に図－5に示した TCU102 の変位波

形を，Ｐ２，Ａ２に TCU068 の変位波形を入力した（図

－9）。  

4.3 解析結果および考察 

 (1) 変位応答 

 上述の条件での橋軸方向変位応答を図－12に示す。こ

れらの位置は，P1 上部，P2 上部位置の節点である。橋

桁の軸方向剛性が高いため，応答の傾向としては似通っ
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        図－7 主桁断面図                  図－8 橋脚断面図 
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図－11 コンクリート構成則（橋脚） 

 
表－1 使用材料 

コンクリート 

上部構造 設計基準強度 f ’ck=40MPa 

 初期弾性係数 Ec=31GPa 

橋脚 設計基準強度 f ’ck=27MPa 

 初期弾性係数 Ec=26.5GPa 

鉄筋：SD345 

PC 鋼材：12φ12.7 SWPR7B 
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      a) P1 橋脚上部 橋軸方向絶対変位応答    b) P2 橋脚上部 橋軸方向絶対変位応答 
図－12 橋軸方向絶対変位応答 
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図－9 要素分割図と境界条件・波形入力方法            図－10 柱断面ファイバー分割図 
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ているものの，断層変位の影響で残留変位に差が出てい

ることが分かる。橋脚支持点における水平方向の断層変

位量は，P1 橋脚位置で+0.733m，P2 橋脚位置で-6.757m
であるが，それぞれの橋脚上部における残留変位量は，

P1 橋脚上部で-2.083m，P2 橋脚上部で-1.776m となっ

ている。これは，後述するとおり橋脚基部が大きく塑性

化し，さらに P1 橋脚と P2 橋脚の塑性ヒンジ回転が反対

方向に発生したことによるずれである。この現象は同じ

方向に揺れる一様加速度入力の場合とは異なっているこ

とを示すものであるといえる。 
 図－13に，同じ位置での上下方向の絶対変位応答を示

す。上下方向の場合，橋脚支持点における断層変位量は，

P1 橋脚位置で-0.127m，P2 橋脚位置で+3.587m である

が，それぞれの橋脚上部における残留変位量は，P1 橋脚

上部で-0.072m，P2 橋脚上部で+3.645 となっている。

残留変位量および絶対変位応答がともに，図－5 に示し

た断層変位運動の上下動の変位波形と類似の傾向にある

が，これは，断層変位運動の作用が直上に現れていると

考えることが出来るので，妥当な結果であるといえる。 

 (2) 断面損傷の検討 

 単一柱形式の橋脚であれば，頂部の変位応答が柱の損

傷程度を表すことになるが，ラーメンの場合には，上述

の変位応答による評価では，部材の損傷程度を把握する

のが困難である。そこで，塑性ヒンジ位置での応答を見

る。 
 図－14 に塑性ヒンジ断面における曲げモーメント－

曲率（M-φ）関係を示す。柱の強度が桁よりも強いため，

橋脚上部ではなく上部構造で顕著な塑性化が見られる。 
 断面損傷の程度を確認するために，図－14 の M-φ関

係に死荷重作用時の軸力が生じている状態での終局曲率

を点線で，初降伏曲率を一点鎖線で示している。それら

と比較してみると，橋脚上部においては鉄筋は降伏にも

至っておらず，代わりに桁の部分が変形して断層変位に

対応していることが分かる。また，橋脚においては終局

曲率を大幅に超えていることが分かる。このことと，こ

の橋梁が現状の加速度のみの照査を満足していること，

すなわち加速度のみの入力であれば終局に至らないよう

に設計された橋梁であることを考え合わせるならば，断
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      a) P1 橋脚上部 上下方向絶対変位応答     b) P2 橋脚上部 上下方向絶対変位応答 
図－13 上下方向絶対変位応答 
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図－14 塑性ヒンジ位置の曲げモーメント－曲率関係 
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層変位の影響はきわめて大きく，今後の耐震設計におい

て考慮する必要があると考えられる。 
 
5．まとめ 

 本稿では，支持点の変位差を伴う運動方程式を定式化

し，その方程式を非線形領域で解くためのアルゴリズム

を開発した。また，断層変位を想定したＰＣラーメン橋

の解析を実施し，その有効性を明らかにした。本研究で

得られた知見をまとめると，以下のようになる。 
1) 構造物の変形を，強制変位部分による変形と動的な

変形に分離することで，時刻歴の強制変位・加速度

の作用する構造系の動的応答を求めることができ,断
層変位作用下の挙動を解析することができる。 

2) EPS 法による変位波形の算出により，断層挙動が変

位の時刻歴として得られることから，本稿の定式化

と合わせて断層変位作用時の構造物挙動評価システ

ムにおける有効な手法として採用できると考えられ

る。 
3) 台湾・集集地震の地震波の規模が兵庫県南部地震ク

ラスであること，また，それを受けて改訂された耐

震設計基準を満足する橋梁であっても，断層変位を

考慮すると終局に至るということから，断層変位が

損傷に及ぼす影響は極めて大きいと考えられる。支

持点移動に伴う桁の落下や，橋台と桁の衝突の影響

などについて断層変位に有利に働く境界条件を探る

とともに，断層変位に対応するための設計やデバイ

スを構築することが必要であると思われる。 
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